
イオンの退職給付制度

ＪＰＲＣ ２００５年次総会

２００５年９月９日

イオン企業年金基金 福本 充伸

－退職金年金制度改革と確定拠出年金の状況－
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本日のテーマ

Ⅰ イオンの退職金年金制度改革

Ⅱ イオン確定拠出年金制度の状況と課題

Ⅱ 退職金年金制度の課題
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イオンの概況

イオン

イオン株式会社を中核に、国内外157社の
企業で構成する小売企業グループ

店舗数 約10,000店

営業収益 4兆1958億円

従業員数 51,147人

外/143,831人（パートタイマー）

※2005年2月期連結決算時点

AEON Pension  Fund
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イオン企業年金基金

設立（厚生年金基金）1969年4月

代行返上 2004年5月

加入企業 29社（連合型）

加入員 24,420人

受給者・待期者 17,187人

年金資産 528億円
※2005年3月基金決算時点

AEON Pension  Fund
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Ⅰ イオンの退職金年金制度改革

AEON Pension  Fund
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加算部分

（厚生年金基金）

退職慰労金

勤続

１０年

６０歳５０歳
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１．従来の退職金年金制度の特徴

勤続１０年未満

－退職慰労金

勤続１０年以上

－厚生年金基金の加算部分

いわゆるＳ字カーブの給付
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企業経営

AEON Pension  Fund

２．退職金年金制度改革の背景と考え方

高度成長時代 低成長時代 ？

イオン厚生年金基金設立

1969年

退
職
金
年
金
制
度
の

再
構
築

グローバル経済

少子高齢化

財務的側面財務的側面

人的視点人的視点

制度改革

1998年～
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人
的
側
面

長期勤続者優遇

年齢機軸の処遇

（全員平等の制度）

豊かな老後生活

日本的雇用システ
ムの崩壊

（終身雇用）

（年功序列）

雇用の多様化

少子高齢化

AEON Pension  Fund

高度成長時代 低成長時代 ？

イオン厚生年金基金設立

1969年

グローバル経済

少子高齢化

人材フローの視点

年齢機軸の排除

成果主義の処遇

制度改革

1998年～
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退職給付に係る費
用平準化

掛金損金算入、運
用非課税メリット

代行部分を含めた
運用メリット

新会計基準の導入

発生主義

現価主義

ｵﾌﾊﾞﾗﾝｽ⇒ｵﾝﾊﾞﾗﾝｽ

2000.4～

高度成長時代 低成長時代 ？

イオン厚生年金基金設立

1969年

グローバル経済

少子高齢化

年金債務の縮小

予測不能なリスク
縮小

代行部分のデメリ
ット顕在化

⇒ 代行返上

制度改革

1998年～

財
務
的
側
面
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確定給付年金（ＤＢ）

確定拠出年金（ＤＣ）

退職金前払い

水準 運用

個人

会社

（基
金）

個人水
準
は
各
社
相
違

共

通

勤続年数にニュートラル

１/３

２/３

AEON Pension  Fund

３．現行の退職金年金制度の構成と水準

ＤＢは３分の１の規模
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代行部分

上乗せ部分

第１加算
第２加算
第３加算

～２００１.２

確定給付年金

経過的前払い

退職金前払い

２００１.３

退職金年金制
度改革

２００２.９

代行将来返上

ＤＣ

２００３.１１

ＤＣ導入

厚
生
年
金
基
金

２００４.５～

代行過去返上

ＤＣ過去分・代
行上乗せ部分
をＤＣへ移換

企
業
年
金
基
金

確定給付部分を３分の１に縮小

2001年に目指した改革は2004年に完了

AEON Pension  Fund

４．これまでの退職金年金制度改革の流れ
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上乗せ部分上乗せ部分

第１加算
第２加算
第３加算

ＤＢ

ＤＣ

確定給付年金

ＤＣ過去分

精算
第１
加算

基金の加算部分をＤＢ・ＤＣ・前払い相当分として再編成

第１加算は凍結、受給権のない第１加算加入員部分は精算

ＤＣ過去分は一旦保全⇒代行返上（2004年）と同時に、代行上乗
せ部分と共にＤＣへ移換

■ ２００１年改革の移行措置
（２００４年）

AEON Pension  Fund

移換

移換
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最
低
積
立
基
準
額

■ ＤＣ過去分移換のハードルクリア

移換不可
基金積立金の一部のＤＣ移換

条件１：変更前後の最低積立基
準額の差

条件２：フルファンディング

（改正時） （標準的な年齢）

ＤＣ過去分を凍結保全⇒最低積立基準額＞過去分＝移換不可

AEON Pension  Fund

移換可能

最低保全給付の計算方法の改正（ＤＢ法施行規則第５４条）

（追加）老齢給付金又は脱退一時金の額×年齢に応じた率
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制度改革

代行返上（将来分）

過去分のＤＣ移換

・ＤＣ過去分

・代行上乗せ部分

※割引率が異なるため、現在の2.4％として算出しています。
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基金ベースＰＢＯ推移（2001年＝100）
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５．年金債務の推移
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Ⅱ イオン確定拠出年金制度の状況と課題

AEON Pension  Fund
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制度開始日 ２００３年１１月１日

１．イオン確定拠出年金制度の概要

運営形式 連合型（イオングループ３２社）

加入者の範囲

加入者数

個人別管理資産額

社員

ただし、５０歳以上は前払いとの選択制

24,760人

238億円 （963千円/一人あたり）

※2005年3月31日現在

AEON Pension  Fund
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２．制度運営のしくみ

ＢＳＣ（事務センター）

運営管理機関

資産管理機関

受給権者ＡＥＯＮ 各社

拠出

運用指図

運用指図情報

給付

事務運営はイオンＢＳＣ（事務センター）が３２社一括管理

AEON Pension  Fund
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元本確保型

ペイオフ対策として複数の金融機関を選定

選択肢の一つとして利率保証型保険（ＧＩＣ）
を選定

リスク性資産

３．運用商品

■ 運用スタイルの考え方

運用状況が理解しやすく、低コストなパッシ
ブ商品中心

あらかじめ運用資産を組み合わせたバラン
スファンドをラインナップ

より高いリターンを期待する加入者向けにア
クティブ商品をラインナップ

AEON Pension  Fund
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元
本

確
保
型

リ
ス
ク
性
資
産

国内株式

外国債券

外国株式

バランス型

パッシブ アクティブ

定期預金

ＧＩＣ

国内債券

２

１

１

１

１

１

３

３

■ 運用商品

法的要件をふまえ、時価評価が可能で流動性に富む商品

選定の視点－ ①長期的継続的な運用が可能な商品、②従業員が理
解しやすい商品、③評価が高く低コストな商品

計１３品目

AEON Pension  Fund

（１年・３年）
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■ 運用商品の選定状況①

資産種類別残高構成

40.3%

18.9%

8.2%

18.7%

3.3%

6.8%
3.7%

定期預金 利率保証年金 国内債券 国内株式

外国債券 外国株式 バランス

元本確保型
59.2％

元本保証型商品
の選定割合は６
割

AEON Pension  Fund
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■ 運用商品の選定状況②

年代別運用資産状況

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

全体 ～20代 30代 40代 50代～

定期預金 利率保証年金 国内債券 国内株式 外国債券 外国株式 バランス

40歳代がリスク性
資産の保有割合
が最も高い

20歳代が元本保
証商品の保有割
合が最も高い

加入期間が不透
明で少額、元本確
保意識の表れか

AEON Pension  Fund
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年代別商品組入数

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

全体 20代以下 30代 40代 50代以上

1資産 2資産 3資産 4資産 5資産 6資産

■ 運用商品の選定状況③

７割弱の加入者
が複数資産へ分
散投資

全体の半数の加
入者は２～３の資
産クラスで運用

AEON Pension  Fund
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■ イオンの投資教育の特徴

４．投資教育

広範にわたる対象者・事業所

32社、25,000名、3000事業所（海外含む）

多様な勤務時間帯

２４時間営業店舗

専門家による教育は、物理的、コスト的に困難

社内トレーナーによる教育

シフト勤務

AEON Pension  Fund
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運営管理機関

ＤＣトレーナーセミナー

Ａ社 Ｂ社 Ｃ社

ＷＥＢ

社
員
向
け

イオンＤＣ事務局

（仙台・千葉・東京・名古屋・大阪）10回 600名

（社員への制度説明の展開イメージ）

ト
レ
ー
ナ
ー
向
け

AEON Pension  Fund

ＦＡＱ
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５．確定拠出年金制度の課題

社内の課題

継続教育

Ｗｅｂ

ニュースレター 年２回発行

運用セミナー 参加希望者 ５００名

就業時間外に実施（２００４．８）

興味の二極化

ライフプラン全体の中で説明（年齢ポイント方式）が有効か

その上で、投資教育が生きてくる
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マッチング拠出

ＤＣ制度の課題

脱退一時金の更なる緩和

中途退職時の一時金なし ⇒ 退職一時金制度の保有

税ペナルティを払った上で、一定の比率までを許容ででき
ないか

自己責任、自立型？

公的年金の役割縮小
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ＤＣ制度の課題

加入制度間で異なる拠出上限額の撤廃

ある

ない

18,000円/月企業年金のない企業の従業員

68,000円/月自営業者等

個人型

23,000円/月

46,000円/月
企業年金企業型

加入状況把握⇒ポータビリティ（個人）手続きの煩雑さ

一定額までをマッチング拠出枠として活用できないか

（拠出時課税方式）
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Ⅲ 退職金年金制度の課題

AEON Pension  Fund



28

米国

１．退職給付制度を取り巻く最近の動向

（１）世界的な動向

ＤＢの積立不足は過去最大

母体企業の財政悪化

ＰＢＧＣの財政難（保険料負担増？）

キャッシュバランスの規制案も未確定

一部企業、ＤＢの
凍結や廃止

AEON Pension  Fund
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ＥＵ（大陸）

国際会計基準－ＩＡＳ１９－の適用
（2005.1）により、年金債務の開示

年金問題が経営
問題に発展する
可能性はない
か？

ＥＵ（英国）

退職給付会計－ＦＲＳ１７－の適用
（2005.1）による即時認識

一部企業、ＤＢへ
の新規加入の停
止

会計基準変更の影響

AEON Pension  Fund
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２００１年

従
来
の
Ｄ
Ｂ

２００２年

ＤＣ導入

厚生年金基金代行返上

キャッシュバランス

厚生年金基金解散 適格年金廃止

（２）国内の動向

AEON Pension  Fund
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従業員へのインセンティブとして、老後生活を支援する退職
給付制度を全廃しているわけではない

有能な人材確保、生産性の向上

従業員へのインセンティブとしての機能は必要

企業年金制度は母体企業の財政状態及び雇用
政策により変容する （ＤＢ≒不確定給付年金）

AEON Pension  Fund

２．これまでの内外の動向が示唆すること

前払い方式 後払い方式

ＤＣ
ＤＢ

ＣＢ

個人が利息確保 会社が利息確保
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気になる数理計算上の差異の即時認識の動向

費用の平準化メリット影響⇒運用方法の対応？

年金債務の評価方法は、より保守的な評価へ？

税制上の優遇措置、費用の平準化、運用益によるキャッ
シュアウト軽減のメリットを有する従来のＤＢは、会計基準の
変更により費用の平準化が困難になった⇒キャッシュバラン
ス

ＤＢは、金利や運用結果により費用変動
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人的視点

財務的視点

人材確保に有効な制度か

インセンティブとして有効か

モチベーションを上げる制度か

年金債務、費用、キャッシュフロー
が及ぼす企業財務への影響度合
い

将来を見据える努力をした上で、
年金制度の構築

AEON Pension  Fund

３．今後に向けて
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ご清聴ありがとうございましたご清聴ありがとうございました


